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１ 

大空町議会基本条例 

　大空町議会（以下「議会」という。）は、町民から直接選挙で選ばれた議員
により構成され、同じく町民から選挙で選ばれた大空町長（以下「町長」という。）
とともに、二元代表制の機関であることを自覚し、その役割を果たします。 
　議会は、合議制の議事・議決機関として、大空町民の誓い並びに大空町自治
基本条例（平成２４年大空町条例第１８号）の示す基本理念を受け、その確立
に向けて積極的に役割を果たします。 
　議会は、町民に開かれた参加の場を確保し、議員は多様な町民の意思を反映
させるために議論を通して、最良の意思決定を導く使命が課せられています。 
　大空町は、網走湖から藻琴山までの雄大な自然環境を有し、また、オホーツ
ク地域の空の玄関女満別空港をもつ町としての特色があることを踏まえ、議会は、
町民との協働を基本に豊かな地域社会づくりに向けてこの条例を定めます。 

　議会は、町を代表する議事機関として設置され、町の政策を
決定する権限及び行政監視の権限を有する意思決定機関です。
地方分権の進展により、その役割はこれまで以上に重要となっ
てきています。 
　自治体には、自己決定と自己責任において、住民福祉の向上
と協働のまちづくりを実現するための使命が課されています。 
　議会は、町民に開かれた議会を推進し、議会運営及び議員活
動の基本的方針を定め、町民の期待にこたえられる議会を確立
するため、議会基本条例を制定するものです。 
　議会運営の基本「制度」については、議会が二元代表制として位置づけられており、 
その権能を果たすため、議会自らが議会運営については、議会において内容を整理し、議会基本
条例を制定することとしました。 

（前文） 

第１条　この条例は、町民とともに歩む使命感と活力ある議会を目指し、地方
分権時代にふさわしい議会運営及び議員の活動に関する基本事項を定めるこ
とにより、自治に基づく町民の負託にこたえ、もって町民が安心して生活が
できる豊かなまちづくりの実現に寄与することを目的とします。 

　議会運営と議員活動の基本的事項を明文化することにより、豊かなまちづくりに寄与するため
にあることを規定しています。 
　議会基本条例は、議会制民主主義を基本として、自治基本条例の理念、基本原則を議会におい
て反映させることとし、町民の負託にこたえる議会運営を目指します。 
　議会基本条例の基本は、議会制民主主義に基づく公正で民主的な町政運営の実現です。 
　議会制民主主義を基本として、町民が安心して生活できる「まちづくり」に寄与することが、
町民の負託にこたえることとしています。 

（目的） 
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第２条  議会は、町民を代表する議事・議決機関であることの自覚を持ち、公正
性、透明性及び信頼性を重視し、開かれた議会運営をします。 
２　議会は、議員と町長、執行機関の長及びその委任を受けた者（以下「町長等」
という。）との議論を通じて、町民に分かりやすい議会運営をします。 

　議会は、町民から選ばれた議員で構成され、二元代表制の原則に基づき、もてる権能を駆使し
て責務を果たす使命があり、議事、議決機関として議案等の審議に十分な討論を行い、町民に分
かりやすい議会運営に努めることを規定しています。 
　議会の運営の原則として、議会の位置づけ、行政機関との関係を明確にし、町民に分かりやす
い議会運営をすることを表現しています。 
　地方自治体は町長及び議決機関の議決を執行する行政委員会の執行機関と議決機関である議会
との二元代表制で行政運営が行われています。 

（議会の運営原則） 

（議員の活動原則） 

第３条  議員は、全体の奉仕者であって一部の奉仕者ではないことを自覚して活
動します。 
２　議員は、議会が合議制の機関であることを認識し、多様な住民意思を反映
した議員相互の自由討議を推進し、合意形成に努めます。 
３　議員は、町政における課題全般について多様な住民意見を把握するとともに、
町民の代表としてふさわしい活動を行うため、不断の自己研鑽と政策水準を
高めます。 
４　議員は、常に倫理性を自覚し、議員の政治倫理に関して別に定める大空町
議会議員政治倫理要綱（平成２２年大空町議会告示第１号）を遵守します。 

　議員は議会活動を通じて、町民の声を町政に反映させる役割を担っていることから、常に町民
の声や地域の課題に耳を傾け、公平な判断や長期的展望を持って調査や研究を行い、政策立案能
力や判断力を高めることなどが求められています。 
　議員には、全体の奉仕者として、議員活動の原則として、高い倫理性の確保が求められます。 
　議員は、日常の議員活動を通じて町民の意見を把握し、自己研鑽を図り、町民の要望について
公益性を基本にして判断し、政策
に結びつける議会活動を行うと表
現しています。 
　議員相互の自由討論については、
自由討議を推進し、合意形成に努
めます。 
　議員は、町民の代議員として公
益性を基本とすることから、議員
自らが倫理性を自覚し、自らを律
して議員活動を行うことを表明し
ています。 
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第４条  議会は、情報公開に努め、議会の議決及び運営について、その経緯や理
由等を町民に説明する責任を果たします。 
２　議会は、本会議、常任委員会及び特別委員会の会議を原則公開とします。 
３　議会は、本会議及び常任委員会の審議に用いる議案を支障のない範囲で傍
聴者に提供します。 
４　議会は、議会活動に関する報告会を年１回以上開催します。 
５　議会は、参考人制度及び公聴会制度を活用し、議会の討議に反映するよう
努めます。 
６　議会は、請願及び陳情等を町民による政策提案と位置づけ、その審議及び
調査に当たっては、提出者の意見を直接求めるよう努めます。 

（町民と議会との関係） 

　一般質問及び議案審議の質疑応答は、議員による質問の趣旨を明確化し、議論の論点をより深
め、より理解が深まるよう「一問一答」方式を基本とします。 
　質疑・質問を行う議員は、その質疑・質問の内容に責任があることを自覚し、町長等から議員
に対して確認する発言を認め、町長等と議員間における議論を深める機会を確保します。 
　一般質問の形式を一括質疑一括答弁と一問一答方式の併用方式とします。 

（町長等と議会及び議員の関係） 

第５条　本会議における議員と町長等の質疑及び一般質問は、一問一答の方式
で行います。 
２　議長から会議への出席を要請された町長等は、議長又は委員長の許可を得て、
議員の質問及び質疑並びに提案内容に対して、論点の明確化等を図るため確
認することができます。 

　議会は、情報公開によって透明性を高め、審議等における論点や争点についての説明責任を果
たすことを規定しています。 
　開かれた議会を構築するため、秘密会を除く本会議、常任委員会を原則公開とし、傍聴者に会
議の内容を明らかにするため、議案を審議に支障のない限り提供するものとします。 
　議会自らが積極的に地域に出向き、直接、町民に対して議会の活動状況（議会調査研修活動を
含む）を報告し、町民の意見を直接聞く
機会として、議会報告会を実施します。 
　多様な意見聴取の手法として、参考人
制度や公聴会制度を十分活用していくこ
とを規定しています。 
　町民の議会への参加については、議会
運営において参考人、公聴会制度の活用、
請願及び陳情等を町民からの政策提案と
して位置づけ、提出した町民との直接対
話を行うことを表現しています。 
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　政策水準の向上と議会審議における公正性、透明性の確保及び論点の明確化を図るため、上記
拭～職までの説明を受けることで、提出される政策の透明性が高まると考えられます。 
　議論を通じて町民に分かりやすい議会運営をするためには、情報分析、情報提供、説明責任、
情報公開が必要です。 
　議会での審議や討論において情報の共有を基本として、町民に分かりやすい議会運営を行います。 

（町長による政策等の形成過程の説明） 

第７条　議会は、予算案及び決算の審議に当たっては、前条の規定に基づき、
施策又は事業等の区分により政策の説明資料を作成するよう求めます。 
２　議会は、予算編成の基礎となる総合計画の進行状況について、報告を求め
ます。 

　町づくりの基本となる年度予算、決算の審議においては、町及び議会が町民への説明責任を果た
す上でも分かりやすい資料に基づき審議をすることを表現しています。 
　総合計画の進行状況についても、報告を求めることとします。 

（予算及び決算における政策説明資料の要求） 

第６条　議会は、町長が提案する計画、事業等については、次に掲げる事項の
決定過程を明らかにするよう説明を求めます。 
　拭 政策等を必要とする背景に関すること。 
　植 提案に至るまでの経緯に関すること。 
　殖 町民参加の有無及びその状況に関すること。 
　燭 総合計画との整合性に関すること。 
　織 財政措置状況に関すること。 
　職 将来にわたる効果及び費用に関すること。 
２　議会は、前項の提案を審議するに当たっては、立案・執行における論点及
び争点を明らかにするとともに、執行後における政策評価について調査・審
議することに努めます。 



５ 

第８条　議会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）
第９６条第２項の議会の議決事件を次のとおり定めます。 
　拭 大空町総合計画（基本構想・基本計画）その他町政に係る重要な計画の策
定及び変更に関すること。 

　植 法第２２１条第３項の法人に対する出資及び町が出資することにより法人
が同項の法人となる当該出資に関すること。 

　殖 定住自立圏構想推進要綱(平成２０年１２月２６日総行応第３９号)の規定
による定住自立圏形成協定の締結又は変更若しくは廃止を求める旨の通告
をすること。 

２　前項第１号に規定する町政に係る重要な計画は、大空町議会会議規則（平
成２４年議会規則第１号）で定めます。 

 （議決事項の拡大） 

　議会と町長等が透明性の高い責任を共に担うために、町政運営の指針となる主要な計画につい
て、新たに議決事項とすることを規定しています。 
　本町の総合計画は、「総論」・「基本構想」・「基本計画」・「実施計画」で構成されていま
すが、総論、基本構想のほかに「基本計画」までを議決事項として想定しています。 
　総合計画については、まちづくりの基本計画として総合計画を議決事件として記載し、議決事
件の範囲を「基本計画」とすることを明記します。 
　総合計画の実施計画については、予算審査において各事業計画の総合計画との整合性について
説明を求めることとします。 
　町民が「安心して生活ができるま
ちづくり」に関連する重要な計画に
ついては、議決事項に追加していく
こととし、町民と情報の共有を図る
ことを表現しています。 
　議会会議規則に規定する議決する
町政に係る重要な計画は次のとおり
です。 
　拭 大空町高齢者保健福祉計画・ 
　　　　　　　　 介護保険事業計画 
　植 大空町町営住宅等長寿命化計画 
　殖 大空町一般廃棄物処理基本計画 
　燭 大空町都市計画マスタープラン 
　織 大空町次世代育成支援行動計画 
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（委員会等の活動及び議員協議会の設置） 

第９条　議会は、常任委員会、議会運営委員会、特別委員会（以下「委員会等」
という。）を設置して、所管事務及び付託事件の審査・調査の充実を図り、
議会機能を拡充します。 
２　委員会等は、前項の審査・調査及び町政の課題に適切かつ迅速に対応します。 
３　議会は、委員会等のほか、議会運営調整及び町長等の政策課題の審査に迅
速に対応するため議員協議会を設置し、議会運営の充実を図ります。 

　議会のもつ政策立案・監視機能を十分働かせるためには、委員会活動が重要な意味を持ちます。 
　議会の機能を十分に発揮させるため、委員会が町政の諸課題を能動的に取り上げ、法第１０９
条第４項に規定されている所管事務調査を積極的に活用して、閉会中も継続して調査を行い議会
としての意見を集約するため、迅速に対応するものと規定しています。 
　議員相互が情報を共有し、政策提案に繋げるため常任委員会の審議や調査を充実し、所管課の
事業について、調査活動を充実することを表現しています。 
　全議員による議員協議会を設置し、政策課題の迅速な審査を行い、町民の負託にこたえること
を表現しています。 
　情報の共有、会議の公開、説明責任を果たす観点から議員協議会にかける案件を整理し、議員
協議会が持つ意味合いを確認して議会運営をしていく必要があります。 

　議会事務局は、二元代表制のもと、行政から独立した機関である議会の事
務を担当する部局として、事務能力の向上を図らなければなりません。 
　情報の共有、資料提供、資質向上の観点から議会図書室の蔵書、資料を充
実し、議員のみならず、町民、町職員への情報提供をしていくこととします。 

（議会事務局、議会図書室の充実） 

第10条　議会は、議員の政策形成及び政策提案を補助する議会事務局の調査及
び法務機能の充実に努めます。 
２  議会は、行政から独立した機関としての議会事務局機能の向上に努めます。 
３  議会は、大空町図書館との連携・協力に基づき、議会図書室の充実を図りま
す。 
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第12条　議会は、議会、委員会等の審議内容及び議員研修活動内容等について、
町民へ定期的に情報を発信します。 
２　議会は、町政に係る重要な情報を議会独自の視点から公表するとともに、町
民からの意見・要望等を聴取し、その内容及び対応について情報を提供します。 
３　議会は、情報技術の発達をふまえ、様々な広報手段を活用します。 

（議会広報及び公聴の充実） 

　地域の実情にあった様々な情報伝達手段を活用し、町民との情報
共有、町民への情報提供活動の充実に努めます。 
　具体的には、現行の議会広報誌発行、インターネット上の議会ホ
ームページ公開、議会テレビ中継、議会会議録の町内図書館での閲
覧、議会報告会を基本に情報伝達手段の拡大を進めます。 
　議会テレビ中継については、インターネットを活用した情報提供
に発展させます。 
　町民への情報伝達の確認と情報把握、町民の意見反映の観点から、
第１段階として議会広報に関するモニター制度について、議会基本
条例施行後速やかに導入するため議会広報編集特別委員会で協議を
進めます。 

第11条　議会は、議員の政策形成及び立案能力の向上に資する研修の充実強化
を図ります。 

　議会としての審議能力を高め、議会の活性化に資するために、議員研修の充実強化を目指します。 
　議会制民主主義の下、議員は、政策立案能力や審議能力を高める自己研鑽と議会議員相互の共
通認識を高め、町政運営に関する最良の判断と政策提言に繋げる議会活動としての研修機会の充
実について表現しています。 
　研修の実施に当たっては、研修内容を公表することとし、議会報告会を通じて説明責任を果た
していきます。 

（議員研修の充実） 



８ 

第13条　議員定数及び報酬の改正に当たっては、町政の課題、将来の展望及び
町民の多様な意見を十分に考慮します。 
２　議員の定数に関する条例改正は、議員が提案するよう努めるものとし、そ
の理由について説明責任を果たします。 
３　議員報酬の改正は、大空町特別職報酬等審議会の答申を尊重するほか、議
員が提案する場合は、改正理由を付して提出します。 

　議員報酬の改正については、報酬審議会の答申を尊重するものでありますが、必要に応じて議
会自らが改正案を提出する場合は、定数の改正と同様、総合的に判断することとします。 
　議会制民主主義の根幹となる、町民の代議員としての議員の定数を検討するに当たっては、十
分な討論をすることを表現しています。 
　議員提案で改正提案を行う際は、根拠を明確にして説明責任を果たすことを表現しています。 

（議員定数及び報酬） 

第14条 この条例は、議会の運営と活動における最高規範であって、議会はこの
条例の趣旨に反する議会の条例、規則等の制定は行いません。 

　二元代表制のもと自治基本条例の基本理念を受け、議会基本条例は、議会運営と議会活動に関
する事項を定める最高規範であることを表現しています。 

（最高規範性） 

第15条　議会は、必要に応じて、この条例の目的が達成されているかどうかを
議会運営委員会で検証します。 
２　議会は、前項による検証の結果に基づいて、この条例の改正を含む適切な
措置を講じます。 

（見直し手続き） 

　（施行期日） 
１　この条例は、公布の日から施行します。 
　（議会の議決に付すべき事件に関する条例の廃止） 
２　大空町議会の議決に付すべき事件に関する条例（平成２２年大空町条例第
３４号）は、廃止します。 

附　則 

　この条例の検証方法とその結果を受け、必要に応じて本条例改正を含めた適切な対応措置を講
じることを規定しています。 



９ 

 
 
 
 

合議制 

複数の人により構成され、合議（相談・協議）
により、その意思が決定される制度をい
います。（⇔独任制） 

 
住民自治 

その地域の住民の意思に基づいて地方行政の運営が行われることをいいます。 
 
二元代表制 

地方自治体において、首長と議会議員をともに住民が直接選挙で選ぶ制度のことをいいます。 
 
豊かな地域づくり 

町の発展と町民福祉の向上に関する政策全般をいいます。 
 
国と地方の役割分担 

国からの機関委任事務を廃止し、地方公共団体の自主性拡大の観点から自治事務と法定受
託事務とに区分し、地方公共団体の自己決定権を拡大する役割分担をいいます。 
 
議事機関 

憲法第９３条に「地方自治体には、法律の定めるところにより、その議事機関として議会を
設置する。」と規定されています。 
 
議決機関 

地方自治法第８９条（議会の設置）、第９６条（議決事件）の規定により議決機関として位置
づけられています。 
 
まちづくり 

公正で民主的な町政をいいます。 
 
自　　治 

町民自らが、自主的、自律的に町政運営に参加することです。 
 
執行機関 

町長のほか議決機関に議決を執行する行政委員会として、教育委員会、選挙管理委員会、農
業委員会があります。 
さらに、地方自治法の定めにより監査委員、固定資産評価審査委員会についても執行機関
と位置づけられています。 
 
自由討議 

現在、本会議においての議会の審議は、主に町側（執行部）に対し、質疑を行っていますが、
議員相互間の活発な討議により審議を行い議会の意思決定をするべきとの考えから、議員
が相互に議案等について自由に討議することをいいます。 
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政治倫理要綱 

議員の地位を利用した不正な口利き、金品の授受、町が行う許認可、請負、その他の契約に
関し個人又は特定の企業団体のために有利な取り計らいを行わない等、町民に疑惑を抱か
れない行動規範を規定したものです。 
 
参考人制度 

委員会が、案件の調査または審査のために必要と認めるときに出席を求め、参考人から意
見を聴くために設けられた制度です。 
 
公聴会制度 

予算等重要案件の審査をする際に、利害関係がある人や学識経験者等から意見を聴くため
に設けられた制度です。 
 
請　　願 

議会に対し特定の事項に関して事情を述べ、適当な措置を取ってもらうよう文書で要求す
ることです。ただし、議員の紹介が必要となります。 
 
陳　　情 

議会に対し特定の事項に関して事情を述べ、適当な措置を取ってもらうよう文書で要求す
ることです。陳情については、議員の紹介が不要です。 
 
一般質問 

議員が、大空町の行政全般にわたり、執行機関に対し事務の執行の状況及び将来に対する方
針等について所信をただし、または報告、説明を求め疑問を明らかにするために行うことです。 
一般質問は定例会のみすることができます。 
 
質　　疑 

議題となっている事件について、疑義（疑問点）を確認し説明を求めるものです。相手先は、
その議題の提出者に対して行います。 
質疑にあたっては、議員は、「自己の意見を述べることができない。」とされていますが、自
己の見解を述べないと質疑の意味をなさないようなものについてまで禁止しているもの
ではありません。 
 
総合計画 

大空町の基本方針や主要な施策が示された最上位計画であり、地域・行政に関わる総体的
な計画です。 
 
委員会所管事務 

その委員会の部門に属する所管課の事務事業です。 
 
委員会付託事件 

審査のため、議長の職権または議会の議決によって常任委員会、議会運営委員会または特
別委員会に付託された事件のことです。 
 
議会運営委員会 

円滑な議会運営を期するために、議会運営全般について協議し、意見調整を図るために設
置された委員会です。 




